
議案第２１号 

 

令和５年度 印南町国民健康保険事業特別会計予算 

 

 令和５年度 印南町国民健康保険事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

  （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １，４４９，３７９ 千円と定

める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、 １４０，０００ 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）各項に計上した経費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

令和５年３月９日提出 

印南町長 日裏 勝己 



1 311,903

1 国民健康保険税 311,903

2 70

1 手数料 70

3 1,002,857

1 県補助金 1,002,856

2 財政安定化基金交付金 1

4 1

1 財産運用収入 1

5 134,507

1 一般会計繰入金 134,507

6 1

1 繰越金 1

7 40

1 延滞金及び過料 31

2 預金利子 1

3 雑入 8

1,449,379

諸収入

歳　　入　　合　　計

国民健康保険税

使用料及び手数料

県支出金

財産収入

繰入金

繰越金

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項



1 18,248

1 総務管理費 11,165

2 徴税費 6,932

3 運営協議会費 151

2 987,661

1 療養諸費 853,959

2 高額療養費 125,302

3 出産育児諸費 7,500

4 葬祭諸費 600

5 傷病手当金諸費 300

3 424,083

1 医療給付費分 289,411

2 後期高齢者支援金等分 96,329

3 介護納付金分 38,343

4 1

1 共同事業拠出金 1

5 17,093

1 保健事業費 9,931

2 特定健康診査等事業費 7,162

6 100

1 公債費 100

7 1,002

1 償還金及び還付加算金 1,002

8 1

1 基金積立金 1

9 1,190

基金積立金

予備費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

共同事業拠出金

保健事業費

公債費

諸支出金

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

総務費



1 予備費 1,190

1,449,379

 千円

歳　　出　　合　　計

項 金　　　　　額款



１　総　　括

（歳　　入）

1 国民健康保険税 311,903 317,503 △5,600

2 使用料及び手数料 70 70 0

3 県支出金 1,002,857 896,568 106,289

4 財産収入 1 1 0

5 繰入金 134,507 126,942 7,565

6 繰越金 1 1 0

7 諸収入 40 40 0

1,449,379 1,341,125 108,254歳　　入　　合　　計

 千円  千円

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円



























1.特別職 (単位：千円)

2.一般職

(1)総括 (単位：千円)

(単位：千円)
管理職特別
勤務手当

11,3871,737

2,004321

9,650

1,683

3,662

898

管理職手当

1,871 120 159 350 264

270 0 0 0 0

0 0 0 0

0120 294 450 534 0 0 0職員手当
の 内 訳

区分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 超勤手当 住居手当 地域手当 宿日直手当

比　較 393 0 135 100

前年度

本年度 2,264

比　較 0

前年度 2 0 5,203 2,764 7,967 1,416 9,383

7850

本年度 2

区分 職員数
給　与　費

共済費 合計 備考
報酬 給料 職員手当 計

5,9880

計

議員比
較

長等

その他の
特 別 職

計

議員前
年
度

長等

その他の
特 別 職

計

その他の
特 別 職

議員

給　　与　　費　　明　　細　　書

区分 職員数

給　与　費

共済費 合計 備考
報酬 給料

期末手当
年間支給率
4.4(月分)

その他
手　当

計

本
年
度

長等
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細

(3)給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当りの給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

構成比

７級
６級  

５級
４級
３級 50.0

２級 50.0

１級
計 100.0

７級
６級  

５級
４級
３級
２級 50.0

１級 50.0

計 100.0

2

1

５級 ６級 ７級

一般行政職 主事 主査 係長・主任 課長補佐 副課長・主幹 課長 参事

（級別の標準的な職務内容）

区分 １級 ２級 ３級 ４級

2

R4
年
2月
1日
現
在 1

1

R5
年
2月
1日
現
在

1

職員数
区分 級

一般行政職

大学卒 185,200 185,200

平均年齢　（才) 27.5

区分 一般行政職
国の制度

一般行政職

令和4年2月1日現在

平均給料月額(円) 214,700

平均給与月額(円) 237,300

高校卒 154,600 154,600

区分 一般行政職

令和5年2月1日現在

平均給料月額(円) 248,050

平均給与月額(円) 287,500

平均年齢　（才) 32.0

職員手当 898
制度改正に伴う増減分 70

そ の 他 の 増 減 分 828

勤勉手当支給率変更・給与
改定等による増

会計間の職員異動による増

区分 増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説明 備考

給 　 料 785

給与改定に伴う増減分 49

昇 給 に 伴 う 増 加 分 123

そ の 他 の 増 減 分 613 会計間の職員異動による増
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エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 (単位：月）

区分

国の制度

国の制度(支給率等) 24.586875 33.27075 47.709 47.709 -

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 -

20年勤続の
者(月分)

25年勤続の
者(月分)

35年勤続の
者(月分) 最高限度

その他の
加算措置 備考

2.20 2.20 4.40 有

前年度 2.15 2.15 4.30 有

 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備考
6月（月分） 12月（月分）

本年度 2.20 2.20 4.40 有

比率 B/A (%) 100.0 100.0

区分
支給期別支給率

支給率計

3号給　(人)

4号給　(人)

前
年
度

職員数　A　（人) 2 2

昇給に係る職員数　B (人) 2 2

1号給　(人)

昇給級数
内　　訳

6号給　(人)

区分 合計
一 般
行 政 職

4号給　(人) 2 2

6号給　(人)

区分 合計
一 般
行 政 職

本
年
度

職員数　A　（人) 2 2

昇給に係る職員数　B (人) 2 2

昇給級数
内　　訳

1号給　(人)

2号給　(人)

3号給　(人)

比率 B/A (%) 100.0 100.0

2 2

2号給　(人)

印南町国民健康保険事業特別会計



キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

区 分 全職種

給料総額に対する比率 (%) -

支給対象職員の比率 (%) -

支 給 対 象 職 員 数
( 人 )

-

国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率 (%)

-

支 給 対 象 地 域 町内全域

支 給 率 (%)

住居手当 同 -

通勤手当 異
車の使用距離が片道3ｋm以上の
場合に限り、1ｋm当り単価800円
に距離(ｷﾛ数）を乗じて得た額。

代表的な特殊勤務手当の名称 -

区分 国の手当との異同 差異の内容

扶養手当 同 -

-
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                                                                                                         (単位:千円)

 前 々 年 度 末  前年度末現在高 当該年度末現在高

 区 分  当 該 年 度 中  当該年度中元金

 現  在  高  見 込 額  起 債 見 込 額  償還見込額  見  込  額

(19,000)

 １ 普通債 0 19,000 0 0 19,000

(19,000)
財政安定化基金貸付金 0 19,000 0 0 19,000

0

0

0

0

0

0

(19,000)

  合      計 0 19,000 0 0 19,000

        ( 注 )  前年度末現在高見込額欄の(    )内は、令和４年度中起債額(又は見込額)である。

 当 該 年 度 中 増 減 見 込

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書


